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 平成１９年９月２０日 

 
各      位 

 
会 社 名  シャープ株式会社 

代 表 者 名  取締役社長  片山 幹雄 

コード番号  6753 
 
会 社 名 パイオニア株式会社 

                           代 表 者 名  取締役社長  須藤 民彦 

コード番号   6773 

 

 

シャープ株式会社とパイオニア株式会社の 
業務・資本提携に関するお知らせ 

 
 シャープ株式会社（以下「シャープ」という）とパイオニア株式会社（以下「パイオニア」という）

は、平成１９年９月２０日、業務提携及び資本提携に関する合意書を締結しましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 

 
記 

 
１． 業務・資本提携の目的 

エレクトロニクス機器のデジタル化が進み、開発費用や設備投資の増加など経営環境の厳しさが

増す中で、差別化を図り利益を確保していくには、戦略的な企業提携が必要な状況となっています。 

このような環境下、両社はお互いが得意とする映像・ディスプレイ技術、さらにシャープの得意

とするデジタル技術、通信技術、デバイス技術などと、パイオニアの得意とする光ディスク技術、

音響技術やカーエレクトロニクス技術など、お互いのリソースを活用し積極的に協力することで、

新たな事業を創出し、両社の企業価値向上が図れるものと判断いたしました。 

 

２． 業務・資本提携の内容 

１）共同開発の推進 

  両社の技術の相互利用及びより一層の革新を目的に、以下のような共同開発に取り組みます。 

 

（１）次世代 DVD 分野 

  シャープが得意とする青紫色半導体レーザなどのデバイス技術と、パイオニアの得意なドライブ

モジュール技術などの光ディスク技術を有効に活用することによって、次世代 DVD 関連商品の開発

を目指します。 
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（２）ネットワーク関連分野 

  両社が持つ最先端の技術を融合させることにより、ホームエレクトロニクス分野などで新たなネ

ットワーク関連商品の開発を目指します。 

 

（３）カーエレクトロニクス分野 

シャープが持つ中小型ディスプレイ技術や通信技術、センサ技術とパイオニアが持つカーナビゲ

ーション技術や車載ノウハウを組み合わせることにより、車載エレクトロニクス分野での新たな事

業創出を目指します。 

 
（４）映像分野 

  両社が持つ最先端の映像・ディスプレイ技術を相互に提供しあうことや融合させることにより、

両社のディスプレイ事業の拡大や新しいコンセプトの商品の創出を目指します。 

 
２）相互取引の拡大 

  両社の一層の関係強化を目指し、双方の部品・製品を積極的に採用することにより取引量及び  

取引金額の拡大を図ります。 

 
３）資本提携 

業務提携をより密接にかつ確実に進めていくために、平成 19年 12月 20日に資本提携を行います。

資本提携の内容としては、パイオニアが第三者割当にて新株式 30 百万株の普通株式を発行し、全数

をシャープに割当て、シャープはこれを引き受けます。一方シャープは、保有する発行済み自己の

普通株式 10 百万株を第三者割当にてパイオニアに割当て処分し、パイオニアはこれを引き受けます。 

 （両社による第三者割当の詳細は、それぞれ別途発表のプレスリリースをご参照ください。） 

 
※日本及び海外における競争法への対応のため関係当局への事前届出や相談を実施し、その結果、上

記の資本提携の内容について修正が必要となる場合は、両社協議のうえ変更を行う可能性がありま

す。 
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３． 当事会社の概要                         

(１)商    号 シャープ株式会社 パイオニア株式会社 

(２)主な事業内容 電気通信機器・電気機器及び電子応用
機器全般並びに電子部品の製造・販売

カーエレクトロニクス製品及びホーム
エレクトロニクス製品の製造・販売 

(３)設 立年月 日       昭和 10 年 5 月 2 日 昭和 22 年 5 月 8 日 

(４)本 店所在 地       大阪市阿倍野区長池町 22 番 22 号 東京都目黒区目黒一丁目 4 番 1 号 

(５)代  表  者 代表取締役社長 片山 幹雄 代表取締役社長 須藤 民彦 

(６)資  本  金 204,675 百万円 49,048 百万円 

(７)従 業 員 数       48,927 名（連結） 37,622 名（連結） 

(８)大 株主及 び 
持株比率 

日本生命保険相互会社    4.95％ 
明治安田生命保険相互会社  4.26％ 
株式会社みずほコーポレー 
ト銀行           3.77％ 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 3.75％ 
日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口） 3.43％ 
日本マスタートラスト信託 
銀行株式会社（信託口）   3.42％ 
第一生命保険相互会社    2.76％ 
三井住友海上火災保険株式 
会社            2.76％ 
ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ 
ｶﾝﾊﾟﾆｰ           2.45％ 
株式会社損害保険ジャパン  2.42％ 
 

日本マスタートラスト信託 
銀行株式会社（信託口）   6.58％ 
日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口） 5.10％ 
ﾄﾞｲﾁｪﾊﾞﾝｸｱｰｹﾞｰﾛﾝﾄﾞﾝﾋﾟｰﾋﾞｰｱｲﾘｯｼｭ 
ﾚｼﾞﾃﾞﾝﾂ 619         3.63％ 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 3.60％ 
ﾊﾞﾝｸｵﾌﾞﾆﾕｰﾖｰｸｼﾞｰｼｰｴﾑｸﾗｲｱﾝﾄ 
ｱｶｳﾝﾂｲｰｱｲｴｽｼﾞｰ       2.32％ 
株式会社みずほ銀行     2.22％ 
みずほ信託退職給付信託 
みずほ銀行口再信託受託者  
資産管理サービス信託    2.19％ 
ﾄﾞｲﾁｪﾊﾞﾝｸｱｰｹﾞｰﾛﾝﾄﾞﾝﾋﾟｰﾋﾞｰﾉﾝ 
ﾄﾘﾃｨｰｸﾗｲｱﾝﾂ 613       1.57％ 
ｿｼｴﾃｼﾞｪﾈﾗﾙﾊﾟﾘｴｽｼﾞｰｵｰﾋﾟｰﾃﾞｨｰ 
ｴｰｱｲﾊﾟﾘ 6 ｾﾞｯﾄ        1.52％
株式会社三井住友銀行    1.43％ 

(９)当事会社間の 
関係 

人的・資本関係はございませんが、エレクトロニクス機器、電子部品の売買取引
があります。 

(注) 資本金、従業員数、大株主及び持株比率は、平成 19 年 3 月 31 日現在におけるものです。 

 

４． 日程 

 平成 19 年 9 月 20 日 取締役会決議 

 平成 19 年 9 月 20 日 業務・資本提携に関する合意書締結 

 

５． 今後の見通し 

本業務・資本提携によるそれぞれの会社の本年度（平成 20 年 3 月期）の業績に与える影響は、連

結・単独ともに軽微なものと考えております。中長期的に見れば、両社の業績の向上につながる

ものと考えます。 

 

 

以  上 
 

 


